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計 算 書 類

第79期

自 2024年４月１日

至 2025年３月31日

株式会社トムス・エンタテインメント



貸 借 対 照 表

〔2025 年３月 31 日現在〕

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流　動　資　産 26,801,568 流　動　負　債 12,934,570

現 金 及 び 預 金 2,006,766 買 掛 金 6,328,156

売 掛 金 7,913,398 未 払 金 1,603,434

商 品 131,520 未 払 費 用 153,380

製 品 1,642,420 未 払 法 人 税 等 419,574

仕 掛 品 2,153,318 未 払 消 費 税 等 1,132

前 渡 金 2,644,889 契 約 負 債 1,959,702

預 け 金 9,292,337 預 り 金 1,848,693

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 750,325 賞 与 引 当 金 557,722

そ の 他 320,777 役 員 賞 与 引 当 金 62,775

貸 倒 引 当 金 △ 54,185

固　定　資　産 10,314,502 固　定　負　債 692,206

 有 形 固 定 資 産 3,255,056 退 職 給 付 引 当 金 616,386

建 物 1,409,175 長 期 未 払 費 用 65,605

構 築 物 2,979 そ の 他 10,214

機 械 装 置 1,930

車 両 運 搬 具 3,776

工 具 器 具 備 品 98,020 負 債 合 計 13,626,777

土 地 1,739,174

（純資産の部）

 無 形 固 定 資 産 264,578 株　主　資　本 23,392,958

借 地 権 92,571 資 本 金 100,000

ソ フ ト ウ ェ ア 167,664 資 本 剰 余 金 10,523,189

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 4,342 資 本 準 備 金 1,806,323

そ の 他 資 本 剰 余 金 8,716,866

 投 資 そ の 他 資 産 6,794,867 利 益 剰 余 金 12,769,769

投 資 有 価 証 券 562,863 利 益 準 備 金 397,893

関 係 会 社 株 式 288,264 そ の 他 利 益 剰 余 金 12,371,875

出 資 金 12,452 別 途 積 立 金 1,600,000

長 期 預 け 金 6,000,000 繰 越 利 益 剰 余 金 10,771,875

破 産 債 権 等 660

繰 延 税 金 資 産 658,480 評 価 ・ 換 算 差 額 等 96,335

そ の 他 23,133 その他有価証券評価差額金 96,335

貸 倒 引 当 金 △ 750,985

純 資 産 合 計 23,489,294

資 産 合 計 37,116,071 負 債 及 び 純 資 産 合 計 37,116,071

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準および評価方法

① 有価証券の評価基準及び関連会社株式

（ａ）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

（ｂ）子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

（ｃ） その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

(評価差額は全部純資産直入法により処理し､売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

② デリバティブ取引

時価法を採用しております。

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

（ａ）商品

移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

（ｂ）製品及び仕掛品

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

（ｃ）原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しておりま

す。

（２）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通りです。

建物及び構築物     ８年～50 年

機械装置及び車両運搬具 ４年～10 年

工具、器具及び備品   １年～20 年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（２年～５年以内）

に基づく定額法によっております｡

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとした定額法によっております。



（３）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため､ 一般債権については貸倒実績率により､ 貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に債権の回収可能性を考慮した所要額を計上しております｡

② 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち、当期業績年度における負担分を

計上しております。

③ 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

④ 退職給付引当金

従業員への退職給付に備えるため、当事業年度末日における退職給付債務の見込額（簡便法）

を計上しております｡

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① グループ通算制度の適用

セガサミーホールディングス株式会社を通算親法人としたグループ通算制度を適用しておりま

す。

２．会計方針の変更に関する注記

（１）「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」の適用

   当社は、「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第 27 号 2022 年 10

月 28 日。以下「2022 年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しておりま

す。法人税等の計上区分に関する改正については、2022 年改正会計基準第 20-３項ただし書き

に定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第 28 号 2022 年 10 月 28 日。以下「2022 年改正適用指針」という。）第 65-２項(2)ただし書

きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への

影響はありません。

３．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当事業年度末における発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当事業年度

期首株式数
増加 減少

当事業年度

期末株式数

普通株式 39,090,546 株 － － 39,090,546 株

（２）配当に関する事項

① 配当金支払額

決議
株式の

種類

配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2024 年６月 30 日

臨時株主総会
普通株式 2,091 53 円 50 銭

2024 年

３月 31 日

2024 年

７月 31 日



② 基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。
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